
１．プランを推進するにあたっての大目標：「安全・安心の確保に関する課題への対応」（施策目標9－4）
概要： 安全かつ豊かで質の高い国民生活を実現するため、「地震調査研究の推進について（第3期）」（令和元年５月

31日 地震調査研究推進本部）や「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画（第２次）の推進につ
いて（建議）」（平成31年１月30日 科学技術・学術審議会）等に基づき、地震等の自然災害から国民の生命及び
財産を守るための研究開発等を行い、これらの成果を社会に還元する。

２－１ ．プログラム名：防災科学技術分野研究開発プログラム（達成目標2、3）
概要：自然災害を観測・予測することにより、人命と財産の被害を最大限予防し、事業継続能力の向上と社会の持続

的発展を保つため、国土強靭化に向けた調査観測やシミュレーション技術及び災害リスク評価手法の高度化
を図る（達成目標２）。自然災害発災後の被害の拡大防止と早期の復旧・復興によって、社会機能を維持しそ
の持続的発展を保つためには、「より良い回復」に向けた防災・減災対策の実効性向上や社会実装の加速を
図る（達成目標３）。

【対象となる研究開発課題】

防災対策に資する南海トラフ地震調査研究プロジェクト、情報科学を活用した地震調査研究プロジェクト、次世代火
山研究・人材育成総合プロジェクト

上位施策：第６期科学技術・イノベーション基本計画（令和３年３月26日閣議決定）
第２章 Society5.0の実現に向けた科学技術・イノベーション政策
１．国民の安心と安全を確保する持続可能で強靭な社会への変革
（３）レジリエントで安全・安心な社会の構築

頻発化・激甚化する自然災害に対し、先端ＩＣＴに加え、人文・社会科学の知見も活用した総合的な防災力の発揮により、適切な
避難行動等による逃げ遅れ被害の最小化、市民生活や経済の早期の復旧・復興が図られるレジリエントな社会を構築する。

国際的な枠組みを踏まえた地震・津波等に係る取組も含め、自然災害に対する予防、観測・予測、応急対応、復旧・復興の各プ
ロセスにおいて、気候変動も考慮した対策水準の高度化に向けた研究開発や、それに必要な観測体制の強化や研究施設の整
備等を進め、特に先端ICT等を活用したレジリエンスの強化を重点的に実施する。

【防災科学技術分野研究開発プラン】 令和4年4月22日
防災科学技術委員会

２－２ ．プログラム名：防災科学技術分野研究開発プログラム（達成目標１）
概要：地震調査研究を推進し、成果を活用する。
【対象となる研究開発課題】

南海トラフ海底地震津波観測網の構築
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2016
(FY28)

2017
(FY29)

2018
(FY30)

2019
(FY31)

2020
(FY2)

2021
(FY3)

2022
(FY4)

2023
(FY5)

2024
(FY6)

2025
(FY7)

2026
(FY8)

中前

○「重点的に推進すべき取組」と「該当する研究開発課題」
プログラム達成状況の評価のための指標（プログラム2－１、2－2共通）

〇アウトプット指標：

〇アウトカム指標：

・被害の軽
減につなが
る予測手法
の確立

・建築物・イ
ンフラの耐
災害性の向
上

・自然災害
の不確実性
と社会の多
様性を踏ま
えたリスク
評価手法の
確立

・発災後の
早期の被害
把握

・迅速な早
期の復旧

・防災業務
手順の標準
化・適応化

・複合・誘発
災害等を考
慮した発災
後早期の被
害推定及び
状況把握・
予測技術の
研究開発

・災害情報
を リ ア ル タ
イ ム で 推
定・予測・収
集・共有し、
被害最小化
や早期復旧
につなげる
技術の研究
開発

・発災直後
の応急対応
から被災者
の生活再建
支援等を含
む復旧・復
興対策に必
要な研究開
発

【防災科学技術分野研究開発プラン／防災科学技術研究開発プログラム】
防災科学技術委員会

後

後

首都圏を中心としたレジリエンス総合力向上プロジェクト
概要：首都直下型地震等に備え、リアルな被害予測に基づく首都機能の脆弱性を判断して
効果的な防災対策につなげるとともに、発災時の個々の人の適切な防災行動を支援

都市の脆弱性が
引き起こす激甚
災害の軽減化プ
ロジェクト

地域防災対策支援研究プロ
ジェクト

後

南海トラフ広域地震防災研究プロジェクト
大災害からの被害軽減を図るための防災対策を、自治体と連携しながら
検討するとともに、「東南・東南海・南海地震の連動性評価研究」での
調査未領域等において、地震・津波発生メカニズムの解明、地震・津波
シミュレーション等を実施

中

後

日本海地震・津波調査プロジェクト
日本海側の津波や地震の防災対策の検討に資するため、地震・津波の観測調査、メカニズムの解
明等を実施

中 後

防災対策に資する南海トラフ地震調査研究プロジェクト
概要：南海トラフ沿いの「異常な現象」の科学的・定量的評価を目指す理学研究と、住
民・企業等の防災対策・対応のあり方等の工学・社会科学研究を連携して推進

前 後

情報科学を活用した地震調査研究プロジェクト
概要：情報科学と地震学が融合した研究を進め、これまで蓄積してきた莫大な地震関連データ
を活用した新たな地震調査研究のアプローチの創出を図る

前

後

次世代火山研究・人材育成総合プロジェクト
概要：火山研究を持続的に発展させ、今後10年間で火山研究及び人材育成の一体的な強化を図り、火山災害の軽減に貢献

中 後

南海トラフ海底地震津波観測網の構築（海底地震・津波観測網の構築・運用の
一部として実施）
概要：地震計、水圧計等を組み込んだマルチセンサーを備えたリアルタイム観測可能な高密度
海域ネットワークシステムを開発・製作し、南海トラフ地震想定震源域の西側にある高知県沖～
日向灘にかけて、観測網を敷設

前 後

地震防災研究戦略プロジェクト
今後、地震・津波の切迫性が高い又は調査が不十分とされる地域における地震防災プ
ロジェクトや、地域の防災力向上のための調査研究等を実施

プログラム２－１

プログラム２－２

（1）基盤的観測体制の整備（稼働率）、火山データの一元化、極端気象災害や複合連鎖型災害の発生過程の解明、データ公開の充実
（2）普及型耐震工法の確立、IoT等を用いた測定技術の開発、災害に強いまちづくりへの寄与
（3）防災リテラシー向上のための教育・啓発手法の開発及びそれによる被害軽減効果の定量化の確立
（4）査読付き論文数、研究成果報道発表数
（1）被害の軽減につながる予測手法の確立
（2）建築物・インフラの耐災害性の向上
（3）自然災害の不確実性と社会の多様性を踏まえたリスク評価手法の確立

※現在実施中の事業の中間評価については、その成果等を次の課題につなげていくために必要であるため、事後評価を課題の終了前に実施し、毎年度本委員会において実施状況に関する資料の提出を受け、質疑の時間を設けることをもって、中間評価の実施に代える
ものとする。

（次世代火山研究・人材育成総合プロジェクトは、「第11期研究計画・評価分科会における研究開発課題の評価について」の（2）中間評価において、「課題の実施期間が5年程度で終了前に事後評価の実施が予定される課題」とされているところ該当しないため、2022年
度に中間評価をおこなうこととする。）

中
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「首都圏を中心としたレジリエンス総合力向上プロジェクト」の概要 

１. 課題実施期間及び評価時期

実施期間：平成 29 年度から令和 3 年度

中間評価：令和元年度、事後評価：令和 3 年度を予定

２． 研究開発概要･目的 

＜事業概要＞ 

我が国では大規模な自然災害により数多くの被害を受けてきており、これまでの災害から

得られた教訓を今後の自然災害等への備えに活かすことが必要である。このような自然災害

に対して、安全・安心を確保してレジリエントな社会を構築する。 

＜事業目的・目標＞ 

以下の取組を達成することにより、産官学民一体の総合的な事業継続と災害対応、個人の

防災行動等に役立つ社会実装を実現する。 

・精緻な即時被害把握等を実現。

・官民一体の総合的な災害対応や事業継続、個人の防災行動等に資するビッグデータを整

備。
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３． 研究開発の必要性等

（１）必要性

本プロジェクトは、先行プロジェクトで設定された目標も踏まえ、民間の地震観測データを活

用し、これまでの基礎的データを収集解析する技術を発展させ、科学的データに基づく適切な被

害抑止と社会機能の効果的な継続を両立しようとするものである。IoT、ビックデータ、AI 等の

活用や、新たな観測技術の開発と展開、シミュレーション技術の高度化により、先行プロジェクト

において生じた課題に対する新たな突破口の発見と新機軸の展開が期待され、安全・安心な社会

の実現や産業・経済活動の活性化・高度化にとって必要であると評価できる。また、精緻な地震動

分布と地盤構造の把握は、熊本地震のような「連続」地震や余震・誘発地震の影響と被害の評価手

法の開発につながると期待され、より確実な避難や機能再生への行動を速やかに実施する観点で

重要である。 

既存の MeSO-net の維持と有効利用という観点からも必要性は大きいことに加え、5 年間という

プロジェクトの遂行の過程で、次代の研究発展を担う若手研究者を育成するという意義も大きい。 

（２）有効性

本プロジェクトは、建物・機能健全性評価手法の確立や、官民の災害状況認識統一システムの開

発研究、地震時における個々人の行動履歴解析に基づく情報提供の在り方など、災害時の行政施

策に資する研究内容となっており、得られる成果は、首都圏のみならず、南海トラフ巨大地震によ

る被災の脅威にさらされている中京圏や関西圏の都市部における諸問題の解決にも有効に適用で

きるものと期待される。また、内閣府や東京都のみならず企業の協力と参画も得て各々が連携し

て社会実装を目指す体制が検討されており、有効性は高いと評価できる。 

（３）効率性

本プロジェクトは、先行プロジェクトで構築された MeSO-net 等の資産や、データの共有など、

得られた成果を最大限活用している。また、官民の地震観測データを共有するなど、効率性の高い

計画となることが期待される。そのためには、民間組織との密な連携が必要であり、産官学が緊密

に連携して運営されれば、更に効率性は上がり、目標・達成管理の向上も期待できる。 
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４． 予算（執行額）の変遷 

（単位：百万円） 

年度 H29 H30 R1 R2 R3 総額 

予算額 396.4 456.1 456.1 456.1 

(見込み額) 
－ － 

執行額 388.7 442.3 － － － － 

内
訳

設備備品費 26.2 23.6 

人件費 14.4 29.0 

事業実施費 126.8 154.5 

委託費 221.3 235.2 

５． 課題実施機関･体制 

事業名：首都圏を中心としたレジリエンス総合力向上プロジェクト 

事業責任者 ：平田 直 （参与、首都圏レジリエンス研究センター長） 

事業責任機関：国立研究開発法人 防災科学技術研究所 

＜サブプロジェクト（a）首都圏を中心としたレジリエンス総合力向上に資するデータ利活用に向け

た連携体制の構築＞ 

課題責任者 ：上石 勲 （首都圏レジリエンス研究プロジェクト サブプロ（a）統括、首都圏

レジリエンス研究センター 副センター長）

田村 圭子（首都圏レジリエンス研究プロジェクト サブプロ（a）統括、新潟大

学 教授） 

課題責任機関：国立研究開発法人防災科学技術研究所 

共同実施機関：新潟大学 

参加機関 ：東京工業大学、岐阜大学、富山大学、関西大学、兵庫県立大学 

（テーマ 1：サブプロジェクト（a）の総括・データ利活用協議会の設置・運営）

分担責任者 ：田村 圭子（新潟大学 教授） 

（テーマ 2：情報インフラ基盤を活用したデータ流通方策の検討）

分担責任者 ：上石 勲 （防災科研 首都圏レジリエンス研究センター 副センター長） 

（テーマ 3：被害拡大阻止のためのフラジリティ関数の検討）

分担責任者 ：松岡 昌志（東京工業大学 環境・社会理工学院 教授） 

能島 暢呂（岐阜大学 工学部 教授） 

（テーマ 4：災害対応能力向上のための被害把握技術の検討）

分担責任者 ：井ノ口 宗成（富山大学 都市デザイン学部 准教授） 

（テーマ 5：事業継続能力の向上のための業務手順確立）

分担責任者 ：河田 惠昭（関西大学 社会安全研究 センター長・特別任命教授） 

木村 玲欧（兵庫県立大学 環境人間学部 教授） 
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＜サブプロジェクト（b）官民連携による超高密度地震動観測データの収集・整備＞ 

課題責任者 ：青井 真 （首都圏レジリエンス研究プロジェクト サブプロ（b）統括、地震津

波火山ネットワークセンター長） 

酒井 慎一（首都圏レジリエンス研究プロジェクト サブプロ（b）統括、東京大

学地震研究所 准教授） 

課題責任機関：国立研究開発法人防災科学技術研究所 

共同実施機関：東京大学 

参加機関  ：株式会社東芝、神奈川県温泉地学研究所 

（テーマ 1：官民連携超高密度データ収集）

分担責任者 ：上野 友岳（防災科研 地震津波火山ネットワークセンター 主任研究員） 

（テーマ 2：マルチデータインテグレーションシステム開発の検討）

（サブテーマ 2-a：マルチデータインテグレーションシステムに関する技術開発）

分担責任者 ：木村 武志（防災科研 地震津波火山ネットワークセンター 主任研究員） 

（サブテーマ 2-b：MeSO-net 観測点における地表地震記録の推定）

分担責任者 ：先名 重樹（防災科研 マルチハザードリスク評価部門 主幹研究員） 

（サブテーマ 2-c：スマートフォンによる揺れ観測技術の開発）

分担責任者 ：東 宏樹 （防災科研 マルチハザードリスク評価部門 研究員） 

（サブテーマ 2-d：MeSO-net 観測点～サテライト観測点群間の揺れデータ伝送技術の開発）

分担責任者 ：佐方 連 （株式会社東芝 研究開発センター ネットワークシステムラボラト

リー 主任研究員）

（サブテーマ 2-e：首都圏における過去/未来の地震像の解明）

分担責任者 ：酒井 慎一（東京大学地震研究所 准教授） 

分担責任者 ：本多 亮 （神奈川県温泉地学研究所 主任研究員） 

＜サブプロジェクト（c）非構造部材を含む構造物の崩壊余裕度に関するデータ収集・整備＞ 

課題責任者 ：梶原 浩一（首都圏レジリエンス研究プロジェクト サブプロ（c）統括、兵庫耐

震工学研究センター長、地震減災実験研究部門長） 

西谷 章 （首都圏レジリエンス研究プロジェクト サブプロ（c）統括、早稲田

大学 理工学術院 教授） 

課題責任機関：国立研究開発法人防災科学技術研究所 

共同実施機関：早稲田大学 

参加機関  ：名古屋大学、東京大学、京都大学、豊橋技術科学大学大学院 

（テーマ 1：簡易・広域センシングを用いた広域被害推定・危険度判定）

分担責任者 ：長江 拓也（名古屋大学 減災連携研究センター 准教授） 

分担責任者 ：井上 貴仁（防災科研 兵庫耐震工学研究センター 副センター長） 

（テーマ 2：災害拠点建物の安全度即時評価および継続使用性即時判定）

分担責任者 ：楠 浩一 （東京大学地震研究所 教授） 

分担責任者 ：中村 いずみ（防災科研 地震減災実験研究部門 主任研究員） 

（テーマ 3：災害時重要施設の高機能設備性能評価と機能損失判定）

分担責任者 ：倉田 真宏（京都大学 防災研究所 准教授） 
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分担責任者 ：河又 洋介（防災科研 地震減災実験研究部門 主任研究員） 

（テーマ 4：室内空間における機能維持）

分担責任者 ：佐藤 栄児（防災科研 地震減災実験研究部門 主任研究員） 

分担責任者 ：林 和宏 （豊橋技術科学大学大学院 工学研究科 助教） 

（テーマ 5：データ収集・整備と被害推定システム構築のためのデータ管理・利活用検討）

分担責任者 ：西谷 章 （早稲田大学 理工学術院 教授） 

＜データ利活用協議会＞ 

（理事会） 

会長 ：平田 直 （防災科研 首都圏レジリエンス研究センター長） 

副会長・理事： 

細谷 功 （東京ガス株式会社 常務執行役員 導管ネットワーク本部長） 

上石 勲 （防災科研 首都圏レジリエンス研究センター 副センター長） 

監事 ：澤野次郎（公益財団法人 日本法制学会 理事長） 

理事： 

飯塚 豊 （川崎市 総務企画局 危機管理室長） 

佐々木拓郎（日東工業株式会社 取締役社長 COO） 

嶋倉 泰造（東京海上日動リスクコンサルティング株式会社 代表取締役社長） 

前川 忠生（東日本旅客鉄道株式会社 代表取締役副社長） 

若井 太郎（東京都 総務局総合防災部 防災計画課長） 

その他、防災科研 首都圏レジリエンス研究プロジェクト各サブプロ統括の 5 名。 

<令和元年 8 月 時点> 

（分科会） 

○早期被害把握分科会

会長 ：鵜飼 章弘（東京海上日動火災保険株式会社 災害対策推進室長） 

副会長 ：井ノ口 宗成（富山大学 都市デザイン学部 准教授） 

○集合住宅分科会

会長 ：木村 玲欧（兵庫県立大学 環境人間学部 教授） 

副会長 ：安西 康修（UR 都市機構 技術・コスト管理部 担当課長） 

○生活再建分科会

会長 ：正木 千陽（ESRI ジャパン株式会社 代表取締役社長） 

副会長 ：田村 圭子（防災科研 首都圏レジリエンス研究プロジェクト サブプロ (a) 統括） 

○行政課題分科会

会長 ：取出新吾（防災科研 首都圏レジリエンス研究センターセンター長補佐） 

組織会員：飯塚 豊（川崎市 総務企画局 危機管理室長） 

○建物付帯設備分科会

会長 ：楠浩一（東京大学地震研究所 教授） 

副会長 ：鈴木 宏（日東工業株式会社 開発本部 新規開発部 部長） 

○IoT 技術活用分科会

会長 ：西村 出（株式会社セブン・イレブン・ジャパン システム本部 ＧＭ） 

副会長 ：上石 勲（防災科研 首都圏レジリエンス研究センター 副センター長） 

<令和元年 8 月 時点> 
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防災対策に資する南海トラフ地震調査研究の概要 

１． 課題実施期間及び評価時期 

令和２年度～  令和６年度 

中間評価 令和４年度、事後評価 令和７年度を予定 

２． 研究開発概要･目的 

南海トラフ沿いで「異常な現象」が起こった際に、その後の地震活動の推移を、科学的・

定量的データを用いて評価することを目指し、その評価手法の開発を行う。また、社会の

被害を最小限に抑えるため、「異常な現象」が観測された場合の住民・企業等の防災対策

のあり方や、防災対応を実行するにあたっての仕組みについて研究を実施する。 

３． 予算（概算要求予定額）の総額 

年度 R2(初年度) R3 R4 R5 R6 総額 

概算要求予定額 調整中 調整中 調整中 調整中 調整中 調整中 

(内訳) 調整中 調整中 調整中 調整中 調整中 調整中 
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情報科学を活用した地震調査研究課題の概要 

１． 課題実施期間及び評価時期 

令和３年度 ～ 令和７年度 

中間評価 令和５年度、事後評価 令和８年度を予定 

２． 研究開発概要･目的 

これまでに莫大に蓄積されてきた地震観測データについて、AI 等を活用しデータ

処理を行うなど、情報科学と連携して地震調査研究を進める。人の目では分からな

い新たな現象の発見などの可能性があり、ひいてはこれらにより防災・減災を強力

に推進するための地震動即時予測の高精度化・迅速化等の実現が期待できる。 

３． 予算（概算要求予定額）の総額 

年度 R３(初年度) R４ R５ R６ R７ 総額 

概算要

求予定

額 

調整中 調整中 調整中 調整中 調整中 調整中 

(内訳) 調整中 調整中 調整中 調整中 調整中 調整中
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「次世代火山研究・人材育成総合プロジェクト」の概要 

１. 課題実施期間及び評価時期

実施期間：平成 28 年度から令和 7 年度

中間評価：令和元年度・4 年度を予定、事後評価：令和 7 年度を予定

２． 研究開発概要･目的 

＜事業概要＞ 

○プロジェクトリーダーの強力なリーダーシップの下、他分野との連携・融合を図り、「観測・

予測・対策」の一体的な研究を推進。

・先端的な火山観測技術の開発

・火山噴火の予測技術の開発

・火山災害対策技術の開発

○「火山研究人材育成コンソーシアム」を構築し、大学間連携を強化するとともに、最先端の火

山研究と連携させた体系的な教育プログラムを提供。 

・研究プロジェクトと連携し、若手研究者の育成・確保等を推進。

＜事業目的・目標＞ 

○「観測・予測・対策」の一体的な火山研究の推進

・直面する火山災害への対応（災害状況をリアルタイムで把握し、活動の推移予測を提示）

・火山噴火の発生確率を提示

○理学にとどまらず工学・社会科学等の広範な知識と高度な技能を有する火山研究者の育成・

確保
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３． 研究開発の必要性等

（１）必要性

・多くの活発な火山を有する我が国では、これまで大規模災害につながるマグマ噴火を主な対象と

して「観測」に基づく基礎的な学術研究が実施されてきたが、御嶽山の水蒸気噴火による甚大な人

的被災の発生により火山対策を進めるための研究・技術開発への社会的要請は高い。

・さらに、これまでは「観測」研究中心にとどまっていた火山研究に、「観測・予測・対策」の一体

的な火山研究実施の必要性及び社会的要請が高まっている。

・今後、火山災害の軽減を図るためには、旧来の火山学よりも広い分野の専門知識を有する人材の育

成が必要である。また、自然科学分野以外の工学や計算科学、社会科学分野等との連携・融合を通

じた研究体制を構築し、火山研究者の多様性と数の底上げも必要となる。 

・水蒸気噴火や降灰の予測は、現状の知見や観測では不十分であり、今後これらを予測するための先

端的な火山観測技術の開発は喫緊の課題である。また、これまで幾度も指摘されてきた火山研究

者の育成・研究体制の強化などの課題も含め、国費を用いて実施すべき研究分野であるといえる。 

（２）有効性

・先端観測技術や噴火・降灰予測技術、災害状況リアルタイム把握技術の開発等の、「観測・予測・

対策」の一体的な火山研究の実施により、火山災害の軽減・社会の防災力向上に資する研究が加速

することが期待できる。

・プラットフォームとなる中核機関に各種観測データが一元的に集約され、容易なアクセスによる

有効活用や研究者間で情報共有されることで、これまで以上に広範囲で様々な分野の研究者の連

携が可能となり、また、火山研究に興味を持つ学生の増員や研究者の裾野を広げることにも繋が

ると期待できる。

・火山研究人材の育成により、火山防災協議会や行政機関等の場において科学的知見を助言できる

専門家を育成・確保でき、実効性の高い地域防災計画の策定等が期待できる。

・観測に関しては、現状では研究者数が少なく、技術断絶を防ぐ意味でも継続的な取組が必要であ

る。

・人材育成に関してはプロジェクト終了後も将来に亘って、持続的に火山研究に関わって活躍でき

る場を拡大することが求められる。また、火山のメカニズム解析等の純粋研究志向に偏らず、災害

被害軽減に対するマインドを持った人材育成が重要である。

（３）効率性

・新たな先端的観測技術による観測データや、物質科学・計算科学と連携した予測結果は、火山災

害の軽減に貢献することが期待できる。

・各種観測データが一元的に管理され、多様な研究者による効果的な利用が期待できるだけでなく、

気象庁や火山防災協議会或いは自治体などでの効果的な活用や、技術開発によって得られた新た

なデータやシミュレーション結果等と観測データとの比較が容易になり、より精緻なハザード予

測に基づき、地域社会の減災に貢献することが期待できる。また各種観測データの公開や活用が

促進されることで、これまで火山研究に携わってこなかった異分野の研究者の参画を促すことが

可能となる。 

・コンソーシアムを構築しておくことにより、教育を通じて異分野間の連携も強化され、共同研究が

やりやすくなると考える。 
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・成果を期待するには、ある程度長期間のプロジェクトの継続が不可欠ではあるが、10 年間の長期

プロジェクトであり、3年程度の期間を区切って複数回の途中段階評価のプロセスを経て、適切に

研究プロジェクト内容の見直しを行っていくことが望ましい。

・現状では予算枠や中核機関、火山研究人材育成コンソーシアムの実施体制（事務局など）が明らか

ではないなど、実施体制に未確定な点がある。プロジェクトがオールジャパンで実施され、必要な

機能と高い効率性を有するために関係機関等と十分な調整を行う必要がある。また、海外との共

同研究の積極的な展開とそれに基づく人材育成についても考慮することが望ましい。

４． 予算（執行額）の変遷 

年度 H28 H29 H30 H31 翌年度以降 総額 

予算額 670 650 650 650 650 

（見込額） 

6,520 

（見込額） 

執行額 670 650 650 ― ― ― 

(内訳) 科学技術試験研

究委託費 

 668.5 

委員等旅費  

1 

職員旅費 

0.1 

庁費  

0.2 

諸謝金 

0.2 

その他 

0 

科学技術試験研

究委託費 

 648.5 

委員等旅費  

0.6 

職員旅費 

0.4 

庁費  

0.3 

諸謝金 

0.2 

その他 

0 

科学技術試験研

究委託費 

 648 

委員等旅費  

1 

職員旅費 

0.5 

庁費  

0.3 

諸謝金 

0.2 

その他 

0 

科学技術試験研

究委託費 

 648.7 

委員等旅費  

0.6 

職員旅費 

0.5 

庁費  

0.3 

諸謝金 

0.2 

その他 

0 

（単位：百万円） 

５． 課題実施機関･体制 

＜課題 A：各種観測データの一元化＞ 

事業責任者 ：上田 英樹（防災科学技術研究所 地震津波火山ネットワークセンター 火山観測管理室長） 

課題責任機関：防災科学技術研究所 

＜課題 B：先端的な火山観測技術の開発＞ 

事業責任者 ：森田 裕一（東京大学地震研究所 教授） 

課題責任機関：東京大学 

共同実施機関：防災科学技術研究所 

参加機関 ：北海道大学、東北大学、東京工業大学、名古屋大学、神戸大学、九州大学、 

鹿児島大学、東海大学、神奈川県温泉地学研究所 

（サブテーマ１：新たな技術を活用した火山観測の高度化）

分担責任者 ：田中 宏幸（東京大学地震研究所 教授）

（サブテーマ２：リモートセンシングを活用した火山観測技術の開発）

分担責任者 ：小澤 拓（防災科学技術研究所 火山研究推進センター 研究統括）
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（サブテーマ３：地球科学的観測技術の開発）

分担責任者 ：角野 浩史（東京大学大学院総合文化研究科 准教授）

（サブテーマ４：火山内部構造・状態把握技術の開発）

事業責任者 ：森田 裕一（東京大学地震研究所 教授）

＜課題 B2-1：空中マイクロ波送電技術を用いた火山観測・監視装置の開発＞ 

事業責任者 ：松島 健（九州大学大学院理学研究院 准教授） 

課題責任機関：九州大学 

＜課題 B2-2：位相シフト光干渉法による多チャンネル火山観測方式の検討と開発＞ 

事業責任者 ：筒井 智樹（秋田大学国際資源学部 准教授） ※H30 年度まで 

中道 治久（京都大学防災研究所 准教授） ※H31 年度より 

分担責任者 ：平山 義治（白山工業株式会社 基盤開発部長） 

課題責任機関：秋田大学 ※H30 年度まで 

京都大学 ※H31 年度から 

共同実施期間：白山工業株式会社 

＜課題 C：火山噴火の予測技術の開発＞ 

事業責任者 ：中川 光弘（北海道大学大学院理学研究院 教授） 

課題責任機関：北海道大学 

共同実施機関：東京大学、防災科学技術研究所 

参加機関 ：東北大学、秋田大学、山形大学、茨城大学、富山大学、静岡大学、熊本大学、 

早稲田大学、日本大学、常葉大学、産業技術総合研究所 

（サブテーマ１：火山噴出物分析による噴火事象分岐予測手法の開発）

分担責任者 ：安田 敦（東京大学地震研究所 准教授） 

（サブテーマ２：噴火履歴調査による火山噴火の中長期予想と噴火推移調査に基づく噴火事象系統樹の作成） 

事業責任者 ：中川 光弘（北海道大学大学院理学研究院 教授） 

（サブテーマ３：シミュレーションによる噴火ハザード予測手法の開発）

分担責任者 ：藤田 英輔（防災科学技術研究所 火山研究推進センター 火山防災研究部門長） 

＜課題 D：火山災害対策技術の開発＞ 

事業責任者 ：中田 節也（防災科学技術研究所 火山研究推進センター長） 

課題責任機関：防災科学技術研究所 

共同実施機関：アジア航測株式会社、京都大学 

参加機関  ：鹿児島大学、山梨県富士山科学研究所、株式会社大林組 

（サブテーマ１：無人機（ドローン等）による火山災害のリアルタイム把握手法の開発）

分担責任者 ：千葉 達郎（アジア航測株式会社先端技術研究所 室長） 
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（サブテーマ２：リアルタイムの火山灰ハザード評価手法の開発）

分担責任者 ：井口 正人（京都大学防災研究所 教授） 

（サブテーマ３：火山災害対策のための情報ツールの開発）

分担責任者 ：宮城 洋介（防災科学技術研究所 火山研究推進センター 研究総括） 

＜火山研究人材育成コンソーシアム構築事業＞ 

コンソーシアム代表機関実施責任者：西村 太志（東北大学大学院理学研究科 教授）

コンソーシアム代表機関 ：東北大学 

コンソーシアム参加機関 ：北海道大学、山形大学、東京大学、東京工業大学、名古屋大学、 

京都大学、神戸大学、九州大学、鹿児島大学、秋田大学、 

茨城大学、信州大学、広島大学、首都大学東京、早稲田大学、 

気象庁気象研究所、国土地理院、防災科学技術研究所、 

産業技術総合研究所 
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南海トラフ海底地震津波観測網（N-net）の構築の概要 

１． 課題実施期間及び評価時期 

平成 31 年（2019 年）度～2023 年度 

中間評価 2021 年度、事後評価 2023 年度を予定 

２． 研究開発概要･目的 

３． 予算（概算要求予定額）の総額 

年度 H31（2019） 

(初年度) 

2020 2021 2022 2023 総額 

概算要求 

予定額 

調整中 調整中 調整中 調整中 調整中 調整中 

(内訳) 調整中 調整中 調整中 調整中 調整中 
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１．プランを推進するにあたっての大目標：「国家戦略上重要な基幹技術の推進」（施策目標９－５）
概要： ・・・宇宙・航空、海洋・極域、更には原子力の研究開発及び利用の推進については、産業競争力の強化や経済・社会的課題へ

の対応に加えて、我が国の存立基盤を確固たるものとするものであり、国家戦略上重要な基幹技術として、長期的視野に
立って継続的な強化を行う。

上位施策：「航空科学技術分野に関する研究開発ビジョン」 （令和4年7月8日研究計画・評価分科会）一部抜粋

【航空科学技術分野研究開発プラン】 令和４年7月6日

航空科学技術委員会

５．.未来社会デザイン・シナリオを実現する具体個別の研究開発の取組

未来社会デザイン・シナリオを実現するために、我が国の優位技術を考慮した研究開発戦略、異分野連携も活用した革新技術の創出、出口を見据えた産業
界との連携の３つの観点を踏まえて、次に掲げる研究開発を推進する。

５．１．既存形態での航空輸送・航空機利用の発展に必要な研究開発

安全性、信頼性、環境適合性、経済性等の社会の流れを踏まえた共通の要求への対応を追求するとともに、「より速く」、「より正確に」、「より快適に」、「より
無駄なく」といったユーザー個々のニーズに細かく対応した高付加価値のサービスが提供されることを目指し、以下の研究開発に重点的に取り組む。

ア．脱炭素社会に向けた航空機のCO2 排出低減技術の研究開発

イ．超音速機の新市場を拓く静粛超音速機技術の研究開発

ウ．運航性能向上技術の研究開発

５．２．次世代モビリティ・システムによる更なる空の利用に必要な研究開発

無人航空機（ドローン）や“空飛ぶクルマ”が空における次世代モビリティ・システムとして持続可能な人間中心の交通ネットワークの実現に貢献し、既存形態
の航空機にはないメリットも生かしつつ、これまで航空に対して向けられていなかったユーザーのニーズを満たすような性能を持ち、かつこれらのモビリティ
の安全な運航を可能とする技術が、電機産業・自動車産業をはじめとする航空以外の分野の技術や宇宙技術、デジタル技術等と融合しつつ確立することを
目指し、基礎的研究や運航管理といった側面から、以下の研究開発に重点的に取り組む。

ア．国土強靭化等を実現する多種・多様運航統合／自律化技術の研究開発

イ．宇宙輸送にも適用可能な水素燃料適用技術の研究開発

５．３．デザイン・シナリオを実現するための基盤技術の研究開発

デザイン・シナリオの実現に向けて、新たなニーズや社会の変化に対応した新しい発想を取り入れながら持続可能な航空産業への転換を図りつつ、国際競
争力を強化していくため、数値シミュレーションを中心とする解析技術や大型試験設備を活用した試験・計測技術等の基盤的技術に着実に取り組むとともに、
これらの分野での技術蓄積を活かしたデジタル統合設計技術の構築、設計や認証に必要な試験を代替する数値シミュレーション技術の開発、大型試験設
備を活用した解析手法の検証及びデータ連結（スレッド）等にも取り組む必要がある。具体的には、航空機の設計・認証・製造・運用・廃棄というライフサイク
ル全体のデジタルトランスフォーメーション（DX ）により効率化、高速化するとともに新たな航空機の創出に資する航空機ライフサイクルDX技術の研究開発
を重点的に進める。

２．プログラム名：航空科学技術分野研究開発プログラム
概要：・・・第 6期科学技術・イノベーション基本計画期間を含む今後の 10 年程度を見通しつつ、今後文部科学省として推進すべき個

別具体の研究開発課題についてとりまとめた航空科学技術分野に関する研究開発ビジョン（令和4年7月8日研究計画・
評価分科会）の実現に向けた活動を進める。
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2017
(FY29)

2018
(FY30)

2019
(FY31)

2020
(FY2)

2021
(FY3)

2022
(FY4)

2023
(FY5)

2024
(FY6)

2025
(FY7)

2026
(FY8)

2027～
(FY9)

環境適合性・経済性向上の研究開発
・コアエンジン技術（燃焼器、タービン等）

後中前

○「重点的に推進すべき取組」と「該当する研究開発課題」
プログラム達成状況の評価のための指標
〇アウトプット指標： ・・・〇航空科学技術の研究開発の達成状況（JAXAが実施している共同/委託/受託研究数の観点も含む）
〇アウトカム指標： ・・・①航空科学技術の研究開発における連携数（JAXAと企業等との共同/受託研究数）

②航空科学技術の研究開発の成果利用数(JAXA保有の知的財産(特許、技術情報、プログラム/著作権)の供与数)
③航空分野の技術の国内外の標準化、基準の高度化等への貢献

【航空科学技術分野研究開発プラン／航空科学技術分野研究開発プログラム】
航空科学技術委員会

デザイン・シナリオを実現するための基盤技術の研究開発

次世代モビリティ・システムによる更なる空の利用に必要な研究開発

超音速機の新市場を拓く静粛超音速機技術の研究開発
・全機ロバスト低ブーム設計技術 / 統合設計技術

国土強靭化等を実現する多種・多様運航統合 / 自律化技術の研究開発
・有人・無人混在運航管理技術
・高密度運航管理技術
・自律化要素技術

宇宙輸送にも適用可能な水素燃料適用技術の研究開発
・宇宙輸送にも適用可能な水素燃料適用技術(宇宙連携)

既存形態での航空輸送・航空機利用の発展に必要な研究開発

航空機ライフサイクル DX 技術の研究開発

新型コロナウイルス感染症で
社会のあり方が大きく変化

中 後前

次世代細胴機の国際共同開発→

～2030

次世代広胴機、水素航空機の国際共同開発→

・低騒音化技術

中 後前

～2027
超音速機の騒音基準策定、
陸上超音速機の国際共同開発→

～2029
既存航空機運航への適用→

運航性能向上技術の研究開発
・気象影響防御技術

・運航制約緩和技術（2023～）

既存航空機
運航への適用→

既存航空機への適用、
次世代細胴機の国際共同開発→

平時の有人・無人機連携、
空飛ぶクルマの実用化の拡大→

～2030

水素航空機、宇宙機に貢献→

次世代細胴機、
空飛ぶクルマで活用→

コロナ禍を経て期待
されるニューノーマル
社会への対応
・脱炭素社会に向け
た航空機のCO2排出
低減
・安全性、信頼性、環
境適合性、経済性等
をバランスした多様な
ニーズ対応

次世代モビ リ ティの
安全な運航を可能 と
する技術が、電機産
業・自動車 産業を は
じめとする航空以外
の分野の技術や宇宙
技術、デジタル技術
等と融合しつつ確立

新たなニーズや社会
の変化に対応し た新
し い 発想を取り入れ
ながら 持続可能な航
空産業への転換を図
りつつ、国際競争力
を強化

環境適合性・経済性向上の研究開発
・グリーンエンジン技術（エンジン高効率化）
・エコウィング技術（複合材適用構造重量低減）
・低騒音化技術（航空機及びエンジン）

中前

※デザイン・シナリオを実現するための基盤技術の研究開発に
係るこれまでの主な取組
・数値シミュレーションを中心とする解析技術や大型

試験設備を活用した試験・計測技術等の基盤技術の蓄積

※次世代モビリティ・システムによる更なる空の利用に必要な
研究開発に係るこれまでの主な取組
・航空安全技術研究開発(2013～2017)

災害時航空機統合運用システム
・次世代航空技術の研究開発(2013～2017)

災害監視システム

※既存形態での航空輸送・航空機利用の発展に必要な研究
開発に係るこれまでの主な取組
・次世代航空技術の研究開発(2013～2017)

エミッションフリー航空機技術
・航空安全技術研究開発(2013～2017)

ウエザー・セーフティ・アビオニクス（晴天乱気流検知）

後

脱炭素社会に向けた航空機のCO2排出低減技術の研究開発
・電動ハイブリッド推進システム技術
・革新低抵抗軽量化機体技術

・エンジンロバスト運用技術（2024～）
・水素電動エンジン技術

後
現行機改善へ→

静粛超音速機統合設計技術の研究開発
・国際基準策定への貢献
・要素技術研究
・システム設計検討

後中

国民の安全
と安心を確
保する持続
可能で強靭
な社会への
変革や、知
のフロンティ
アを開拓し
価値創造の
源泉となる
研究力の強
化の推進
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「コアエンジン技術の研究開発」の概要

１．課題実施期間
平成３０年度～令和４年度
（中間評価 令和元年度、 事後評価 令和５年度を予定）

２．研究開発の概要・目的

2030年代に就航が予想される次世代航空機用エンジンの鍵技術として、環
境適合性と経済性を大幅に改善するコアエンジン技術（燃焼器、タービン等）
の研究開発をJAXAにおいて進める。実用化に向けて、産業界との緊密な連
携を図るとともに、現在整備中の技術実証用国産エンジン（F7エンジン）によ
るシステムレベルの技術実証も見据えて研究開発を進め、その性能を要素実
証する等、コアエンジン技術の確立を目指す。

３．研究開発の必要性等

2030年代に就航が予想される次世代航空機用エンジンについては2025年
以降に量産化に向けた国際共同開発の開始が見込まれている。当該国際共
同開発において、未だ我が国が獲得できていない高圧系コンポーネントの開
発シェアを獲得し、我が国の航空産業の発展につなげるためには高い国際
競争力を持ったコアエンジン技術を確立する必要がある。一方で、国際民間
航空機関（ICAO）で窒素酸化物（NOx）排出基準の厳格化が進むとともに、
2017年7月に旅客機のCO2排出量基準が国際標準として新たに規定されたこ
とを受けた当該基準の国内基準化が見込まれる。そのため、次世代エンジン
では従来より格段の排出ガスの削減と燃費向上が求められる。

これまで、JAXAでは、希薄予混合燃焼技術（リーンバーン燃焼技術）を開
発し、ICAO基準の75%減（世界最高レベル）をTRL4の技術成熟度で達成する
とともに、高圧タービン入口温度1600℃の超高温タービン技術（小型エンジン
として世界最高レベル）の研究開発をTRL3の技術達成度で進められてきた。

本研究開発では、従来の研究成果及びエンジンメーカや大学等との協力体
制を活用しつつ、実用化・事業化を見据えたコアエンジン技術の研究開発を
進める。具体的には、低NOxリーンバーン燃焼器と高温高効率タービンにつ
いて、本事業終了後にパートナー企業によりエンジンシステムでの技術実証
に結び付くよう要素技術を試験により実証する。

５．予算の変遷

４．研究開発のロードマップ

【コアエンジン技術の主要課題と目標】

低NOx燃焼器技術
排出ガス低減の鍵技術であり、JAXAが有している世界最高レベル
の低NOxの希薄予混合燃焼（リーンバーン燃焼）技術をアニュラ燃
焼器で実証（TRL5）。

高温高効率タービン技術
コアエンジン効率向上の鍵技術であり、JAXAが有している超高温タ
ービン技術（小型エン ジンとして世界最高レベル）による冷却空気削

減技術を活用して、高負荷低損失タービンを回転タービン試験装置
で実証（TRL4）。

年度 H30 R1 R2 R3 R4

予算額 4.2億 10.5億 － － －
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4. 研究開発のロードマップ

5. 予算（概算要求予定額）の総額
令和4年度：36.8億円の内数、令和5～8年度：調整中

2022
R4

2023
R5

2024
R6

2025
R7

2026
R8

2027
R9

2028
R10

ア. 脱炭素社会に向けた航空機の CO2 排出低減技術の研究開発

電動ハイブリッド推進システム技術の研究開発

革新低抵抗・軽量化機体技術の研究開発

航空エンジンロバスト運用技術の研究開発

高出力化/実用化促進

イ. 超音速機の新市場を拓く静粛超音速機技術の研究開発

全機ロバスト低ブーム設計技術/統合設計技術の研究開発

ウ. 運航性能向上技術の研究開発

低騒音化技術の研究開発

運航実証

気象影響防御技術の研究開発

既存航空機/運航への適用

次世代細胴機

陸上超音速機
ICAOソニックブーム基準策定

水素電動エンジン技術の研究開発

システム（EM）開発運航制約緩和技術の研究開発

2030
次世代広胴機、水素航空機

2029
運航への適用

【主な課題と目標】
• 電動ハイブリッド推進システム技術の研究開発
JAXA独自の航空機電動化コンセプトの燃費削減効果を風洞試験等に
より検証するとともに、そのキー技術である電力源システムと電動ファン駆
動システムを開発・実証する。
• 全機ロバスト低ブーム設計技術/統合設計技術の研究開発
巡航性能を確保しつつソニックブームを低減する超音速旅客機の設計
技術を実証等により獲得するとともに、海外OEMと連携してその成果を
ICAOに提示しソニックブームに関する基準策定に貢献する。
• 低騒音化技術の研究開発
空港周辺の騒音対策として効果的な機体サイズである中型旅客機の
高揚力装置及び降着装置に対する低騒音化設計技術を開発し、実
機にて飛行実証を行う。

1. 課題実施期間及び評価時期
実施期間：令和４年度～令和８年度
評価時期：中間評価 令和７年度、事後評価 令和９年度を予定

2. 研究開発目的･概要
（目的）航空機や航空運航における安全性、信頼性、環境適合性、経済性等
の社会の流れを踏まえた共通の要求への対応を追求するとともに、「より無駄な
く」、「より速く」、「より正確に」、「より快適に」といったユーザー個々のニーズに細か
く対応した高付加価値のサービスが提供されることを目指す。
（概要）CO2排出低減や超音速旅客輸送といった高付加価値な需要に対応す
るべく、燃費削減効果の最大化、低抵抗・軽量化、低騒音化及び運航性能向
上、さらには従来のエンジン技術の限界を超える技術開発を進める。
なお、上記取組についてはJAXAの「研究活動における不正行為の防止等に関
する規程」に基づいて研究データの管理を適切に行う。

3. 研究開発の必要性等
【必要性】国際航空運送協会（IATA）における2050年までに温室効果ガスの
排出量を実質ゼロ（Net Zero 2050）の目標達成に向けて、革新的なCO2排
出削減技術が必要である。更なる燃費削減効果をもつシステム開発に加え、
「より速く」という高付加価値のニーズや変化する社会情勢に対応、気象等に
よる運航への影響緩和、空港周辺の騒音低減等が期待されている。

【有効性】これまでJAXAで研究開発されてきた優位性のあるコア技術（電動
ハイブリッド推進システム、摩擦抵抗低減技術、燃焼器のモニタリング・不安
定性予測/安定化技術、超音速旅客機の低ブーム設計技術、気象影響防
御技術、脚や高揚力装置の低騒音化コンセプトや設計基盤技術など）をもと
に、民間企業と連携して技術成熟度を向上し国際競争力を獲得することで、
実機への成果適用、また次世代の旅客機への適用を目指す。加えて、官民
連携を通じて基準策定や国際標準化にも貢献する。

【効率性】技術移転先の国内メーカーのみならずユーザーとなるエアラインや空
港、海外OEMとも共同で研究開発を行う。また、ECLAIRやWeather-Eyeな
どコンソーシアムを活用して産学官や異業種との連携を促進する。

「既存形態での航空輸送・航空機利用の発展に必要な研究開発」の概要

※令和９年度以降については中間評価により継続を判断
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4. 研究開発のロードマップ

5. 予算(概算要求予定額）の総額
令和4年度：36.8億円の内数
令和5～8年度：調整中

1. 課題実施期間及び評価時期
実施期間：令和４年度～令和８年度
評価時期：中間評価 令和７年度、 事後評価 令和９年度を予定

2. 研究開発目的・概要
（目的）次世代モビリティ・システムが、持続可能な人間中心の交通ネットワーク
の実現に貢献する
（概要）既存形態の航空機にはないメリットを生かしながら、国土強靭化等を実
現するために、有人機・無人機混在運航管理技術、eVTOL高密度運航管理
技術、自律化要素技術の研究開発に重点的に取り組む。
なお、上記取組についてはJAXAの「研究活動における不正行為の防止等に関
する規程」に基づいて研究データの管理を適切に行う。

3. 研究開発の必要性等
【必要性】大規模災害の増加や経済安全保障上の対応などにおいて、航空科
学技術の貢献が求められている。特に災害危機管理対応等においては、すでに
防災航空機等で利用実績のあるJAXAの有人機運航管理技術を拡張し、無
人航空機の運航管理技術と連携することが求められている。また、大阪万博で
のeVTOL運航実証に向けて、高密度運航技術の開発も期待されている。

【有効性】これまでJAXAで研究開発されてきた優位性のあるコア技術（低高度
域有人機の運航管理技術、無人機運航管理技術、分散運航管理技術）を
発展させ、多種の航空機が同一空域において効率的に多様な運航をするため
の情報共有や任務・飛行計画調整を実現する。さらに誘導制御技術等を活か
しながら、自律運航システムの要素技術開発を進める。

【効率性】有人機運航管理技術は、災害・危機管理面での対応から社会実装
を開始しており、令和7年大阪万博では関係府省庁とも連携体制を構築しなが
ら、有人機・無人機混在運航、さらにはeVTOL高密度運航管理について技術
実証することを目指している。また、官民協議会やコンソーシアムにおいて広く他
分野も含めた産業界との連携を進め、民間用途への拡大を促し、平時における
社会実装を目指した技術移転を行う。

【主な課題と目標】
• 有人機・無人機混在運航管理技術
災害・危機管理対応等において、有人機と無人機が同一空
域にて運航ができるための、運航管理技術を実証する。
• eVTOL高密度運航管理技術
大阪万博におけるeVTOL運航実証をステップとして、情報共有
技術と分散運航管理によって高効率な高密度運航が可能で
あることを検証する。
• 自律化要素技術
出発や飛行継続の可否についての人間による判断や、周辺の
障害物等の状況認識を自動化する機能モデルを構築し、実
証する。

「次世代モビリティ・システムによる更なる空の利用に必要な研究開発」の概要

2022
R4

2023
R5

2024
R6

2025
R7

2026
R8

2027
R9

2028
R10

自律化要素技術の研究開発

▲万博における実証

災害時の有人・無人機連携 平時社会実装

有人・無人混在運航管理技術の研究開発
/ 高密度運航管理技術の研究開発

“空飛ぶクルマ”の
実用化の拡大
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4. 研究開発のロードマップ

5. 予算(概算要求予定額）の総額
令和4年度：5.1億円の内数
令和5～8年度：調整中

「デザイン・シナリオを実現するための基盤技術の研究開発」の概要

1. 課題実施期間及び評価時期
実施期間：令和４年度～令和８年度
評価時期：中間評価 令和７年度、事後評価 令和９年度を予定

2. 研究開発目的・概要
（目的）航空機の設計・認証・製造・運用・廃棄というライフサイクル全体のデジタルト
ランスフォーメーション（DX）により効率化、高速化し、新たな航空機の創出に資する。
（概要）数値シミュレーションを中心とする解析技術や大型試験設備を活用した試
験・計測技術等の基盤的技術の蓄積を活かしたデジタル統合設計技術の構築、
設計や認証に必要な試験を代替する数値シミュレーション技術の開発を行う。また
大型試験設備を活用した解析手法の検証等にも取り組む。
なお、上記取組についてはJAXAの「研究活動における不正行為の防止等に関する
規程」に基づいて研究データの管理を適切に行う。

3. 研究開発の必要性等
【必要性】 JAXAの流体解析ツールや機械学習技術等の数値解析技術は、航空
科学技術にとどまらない革新性、発展性を持つ、科学的・技術的意義の高い取組
である。数値解析技術等のデジタル技術を総動員し、多分野を統合したシステム解
析技術により、航空機の高コストの試作・試験を代替し、設計作業の効率化・自動
化につなげ、開発スケジュールの長期化やコストの高騰を回避することが期待されて
いる。DX技術は欧米の航空機開発で進められているが、我が国においても国際競
争力を維持するためにも必要な技術である。

【有効性】 JAXAが優位性を持つ数値解析技術と大型試験設備で培った試験技
術とを組み合わせて共通基盤ツールを構築し、2020年代後半に予定される航空機
開発等に活用が見込まれる。その際、実機を用いずにデジタル上の分析により行う
安全性認証を推進し、認証プロセスの効率化に資する。

【効率性】 航空機ライフサイクルDXに関するコンソーシアムを設立し、共通基盤ツー
ル及びノウハウを航空機メーカー等のコンソーシアム参画企業と共有し、新たな開発
分担の獲得等に貢献する。認証プロセスの効率化にあたっては、国際ガイドラインを
策定するとともに、国土交通省航空局や航空機メーカーと連携して国際的な枠組
みにおいて標準化を進める。

【主な課題と目標】
• デジタル統合設計に関する研究開発
各分野の数値シミュレーションやAI技術等を組み合わせた多
分野統合システム解析技術（空力・構造・飛行・騒音・熱・
燃焼等）を実現する。
• デジタルフライトに関する研究開発
世界最高速の流体解析ソルバを実機スケール・複雑形状に
対応した高効率解析に拡張し、大型風洞試験設備等を用
いた先進的な計測技術により、実機・実構造を用いることなく
数値解析を用いて実施する認証を推進する。
• デジタルテスティング／プロトタイピングに関する研究開発
製造から運用に至る航空機ライフサイクルで生じるリスク及び
構造脆弱性を定量化し、航空機の構造強度証明プロセスの
迅速化、また機体開発の低コスト化に資する。

2022
R4

2023
R5

2024
R6

2025
R7

2026
R8

2027
R9

2028
R10

デジタル統合設計
デジタルフライト
デジタルテスティング/プロトタイピング

次世代細胴機・エンジン

空飛ぶクルマ

数値解析ソフトウェア
等の共通基盤ツール
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１．プランを推進するにあたっての大目標：「国家戦略上重要な基幹技術の推進」（施策目標９－５）
概要：宇宙・航空、海洋・極域、更には原子力の研究開発及び利用の推進については、産業競争力の強化や経済・社会的課題

への対応に加えて、我が国の存立基盤を確固たるものとするものであり、国家戦略上重要な基幹技術として、長期的視
野に立って継続的な強化を行う。

２ー１．プログラム名：原子力科学技術分野研究開発プログラム（達成目標８）
概要：福島第一原子力発電所の廃炉やエネルギーの安定供給・原子力の安全性向上・先端科学技術の発展等を図る。

２ー２．プログラム名：原子力科学技術分野研究開発プログラム（達成目標９）
概要：原子力分野の研究・開発・利用の基盤整備を図る。

上位施策：第６期エネルギー基本計画（令和３年10月22日閣議決定）抄

５．2050年を見据えた2030年に向けた政策対応
（６）原子力政策の再構築

②原子力利用における不断の安全性向上と安定的な事業環境の確立
東京電力福島第一原子力発電所の廃炉や、今後増えていく古い原子力発電所の廃炉を安全かつ円滑に進めていくためにも、高いレベルの

原子力技術・人材を維持・ 発展することが必要である。
（略）我が国は、事故の経験も含め、原子力利用先進国として、安全や核不拡散及び核セキュリティ分野、地球温暖化対策の観点からの貢献

が期待されており、また、周辺国の原子力安全を向上すること自体が我が国の安全を確保することとなるため、多様な社会的要請を踏まえた
技術開発等を通じて高いレベルの原子力人材・技術・産業基盤の維持・強化を図るとともに、再稼働や廃炉等を通じた現場力の維持・強化が必
要である。

④国民、自治体、国際社会との信頼関係の構築
(c)世界の原子力平和的利用と核不拡散・核セキュリティへの貢献

（略）核不拡散分野においては、核燃料の核拡散抵抗性の向上や、保障措置技術や核鑑識・検知の強化等の分野における研究開発におい
て国際協力を進め、核不拡散の取組を強化していくことが重要である。（略）政府は、ＩＡＥＡ等国際機関と連携しつつ、原子力新規導入国に対す
る人材育成・制度整備支援等を一元的に実施 していく。

【原子力科学技術分野研究開発プラン】

令和４年８月１６日

原子力科学技術委員会
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原子力システム研究開発事業
革新的原子力システム（原子炉、再処理、燃料加工）の実現に向け、競争的研究資金制度により提案型公募事業を実施

英知を結集した原子力科学技術・人材育成推進事業
・文科省委託事業

－廃止措置研究人材育成等強化プログラム

国際廃炉研究開発機構（IRID）等と連携し、廃炉に貢献する人材を育成・確保

－原子力基礎基盤戦略研究プログラム
廃炉の加速等に貢献する国際共同基盤研究及び原子力の安全性向上や新たな原子力利用による課題解決に貢献する基礎研究を推進

・ＪＡＥＡ補助金事業 （Ｈ30～）

－廃炉研究等推進事業費補助金によるプログラム
原子力損害賠償・廃炉等支援機構が取りまとめた戦略プラン等に基づき、廃炉現場のニーズを一層踏まえた国内外の研究機関等との
研究開発・人材育成の取組をJAEA廃炉国際共同研究センターを中核として推進

国際原子力人材育成イニシアティブ
産学官連携による人材育成体制の構築、人材育成のための原子力施設・設備の共同利用の促進

核不拡散・核セキュリティ関連業務
国際的な核不拡散・核セキュリティの向上のため、国際協力の下、アジア地域を中心とした人材育成及び核物質の測定・検知・鑑識技術開発を実施

プログラム２－１

プログラム２－２

【原子力科学技術分野研究開発プラン／原子力科学技術研究開発プログラム】

○「重点的に推進すべき取組」と「該当する研究開発課題」
プログラム達成状況の評価のための指標
〇アウトプット指標：原子力分野における査読付き論文の公開数、研究成果報道等発表件数（プログラム２－１・２－２共通）
〇アウトカム指標：除染、廃炉、廃止措置に資する研究の推進に関する取組の進捗状況、福島第一原子力発電所事故を踏まえた安全性向上のための研究開発の進捗状況、独創

性･革新性の高い科学的意義を有する研究成果の創出状況（プログラム２－１）
放射性廃棄物減容化研究開発等の進捗状況、原子力施設に関する新規制基準・安全確保対策等の取組の進捗状況、丁寧な対話活動等を通じた社会の理解度
の状況（プログラム２－２）

※上記の他、原子力機構（JAEA）への運営費交付金により、原子力に関する基礎的研究・応用の研究から核燃料サイクルに関する研究開発、安全規制行政等に係る技術支援、東京電力福島第一原子力発電所の廃炉に関する研究開発を実施

原子力科学技術委員会

福島第一原子力発
電所の廃炉等を始
めとした原子力分
野の課題解決

多様な原子力シス
テムに関し、基礎的
研究から工学的検
証に至る領域にお
ける革新的な技術
の確立

国際的な核不拡
散・核セキュリティ
強化

福島第一原子力発
電所の廃炉等を始
めとした原子力分
野の課題解決に資
する人材の確保

企業や国際社会か
ら求められる人材
像をより適確に把
握し、効果的・効率
的・戦略的な原子
力人材の確保

中 ：中間評価

1
2
2



原子力システム研究開発事業の概要 
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国際原子力人材育成イニシアティブの概要 

１． 課題実施期間及び評価時期 

課題実施期間：平成 22 年度～ 

評価時期：中間評価 平成 27 年度及び令和 2年度 

２． 研究開発概要･目的 

原子力人材の育成・確保は、原子力の基盤を支え、より高度な安全性を追及し、原

子力施設の安全確保や古い原子力発電所の廃炉を円滑に進めていく上で不可欠であ

る。一方、原子力教育を行う講師や放射性物質等を扱える原子力施設は限定的である

ことから、産学官の関係機関が連携することによって、人材育成資源を有効に活用す

るとともに、企業や社会から求められる人材像をより適確に把握することによって、

効果的・効率的に人材育成を行う。 

具体的には、以下の項目について事業を実施した。 

① 原子力人材育成ネットワークの構築

➢「機関横断的な人材育成事業」における個別課題の一つとして、ＪＡＥＡ及び一

般社団法人日本原子力産業協会が連携して運営を行う原子力人材育成ネットワー

クの構築を支援。（平成 22 年度から 24 年度、平成 27 年度に中間評価）

② 施設・設備の共同利用の促進事業

➢ 大学や研究機関、企業等が有する原子力施設等の共用により、当該施設を所有

する機関のみならず外部の機関に向けて実験・実習の機会を広く提供することに

より、人材育成を実施。（平成 22 年度から 24 年度、平成 27 年度に中間評価）

③ 機関横断的な人材育成事業

➢ 関係機関の連携によるネットワーク化を図るとともに、それぞれの機関が有する

人材育成資源を持ち寄り集約的に実施することで効果的・効率的・戦略的な人材育

成を実施。（平成 22 年度から継続中、平成 27 年度及び令和 2年度に中間評価）

平成 22 年度～令和元年度 

■期間：3年

■対象機関：大学、民間企業、独立行政法人等

■補助額（H30 公募）：初年度は 2000 万円程度、次年度以降は前年度の交付額を

超えない額 

令和 2年度～ 

■期間：7年

■対象機関：大学、民間企業、独立行政法人等

■補助額（R2 公募）：初年度はフィージビリティスタディ(FS)として 1500 万円程度、

FS 審査・評価後は年間最大 7000 万円程度 

130



④ 復興対策特別人材育成事業

➢ 原子力災害への理解の促進や、プラントシミュレータを利用したシビアアクシ

デント演習等、原子力安全の一層の高度化を図る上で基盤となる安全・危機管理

に係る人材育成を実施。（平成 24 年度から 27 年度、平成 27 年度及び令和 2年度

に中間評価）

３． 研究開発の必要性等 

事前評価時（平成 22 年 8 月）に示された研究開発の必要性等 

（１）必要性

世界的に原子力利用が拡大する中、我が国が国際競争力を維持・強化しつつ、

原子力利用先進国として原子力安全確保や核不拡散等の分野で原子力新規導入国

を支援するには、優れた人材が必要である。その一方、大学における原子力学

科・専攻や研究用原子炉等が減少している中、我が国の原子力人材育成能力を

質・量ともに強化するためには、産学官の関係機関連携を強化し、国内のリソー

スを有効活用しながら優れた人材育成プログラムを整備することが必要である。

（２）有効性

原子力人材育成ネットワークの構築により、我が国の人材育成施策を総合的に

調整し、戦略的な人材育成の実施が可能となる。産学官の連携による原子力人材

育成ネットワークを構築し、個別機関が有する施設、教員、カリキュラム等のリ

ソースを有機的に連携・利用した人材育成により、高度で質の高い人材育成プロ

グラムの実施が可能となる。また、原子力発電の新規導入国に対し人材育成面で

支援をすることは、我が国の国際競争力向上に寄与する。

（３）効率性

大学の原子力学科・専攻や研究用原子炉等が減少している中、産学官の関係機

関の連携を強化し、国内のリソースを有効活用するとともに、優れた人材育成プ

ログラムを整備し共同利用することで、効率化が図れる。

中間評価時（平成 28 年 3 月）に示された研究開発の必要性等 

（１）必要性

エネルギー基本計画（平成 26 年 4 月）においても明記されているとおり、東京

電力福島第一原子力発電所の廃炉や原子力の安全性向上のため、人材の育成・確

保の重要性は一層増しているところであるが、人材育成の現場は、教員や施設等

の人材育成資源の面で多くの課題を抱えている。国としては、原子力を志望する

学生の動向等の社会的な情勢や各機関の現場のニーズを踏まえながら長期的な視

点に立ち、引き続き本事業を進めて行く必要がある。 

（２）有効性

本事業の実施により、原子力人材育成ネットワークでの取組や産学官の連携を活

用しながら、個別機関が有する教員や施設等の人材育成資源の有機的な連携・活用
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を図ることで、高度で質の高い人材育成プログラムの実施や原子力利用先進国とし

ての国際貢献が期待できる。 

（３）効率性

本事業の実施により、各機関が有する施設や教員、教育プログラム等の人材育

成資源を有効活用することで、効率的な人材育成が図られる。なお、補助期間が

終了した各個別課題においては、その後の取組の定着が課題である。

（４）今後の研究開発の方向性

本事業は、各機関の独創的な人材育成の取組を支援するものとなっており、エネ

ルギー基本計画等の政策に加え、人材育成を取巻く課題や各機関からのニーズを考

慮の上、今後とも継続すべきである。また、原子力科学技術委員会 原子力人材育

成作業部会では現在、原子力人材を取巻く現状や課題を踏まえた今後の原子力人材

育成に係る政策の在り方について、調査・検討を進めているところであり、その結

果や人材育成施策の継続性に関する検討を踏まえて、本事業の改善に適宜反映する

必要がある。

４． 予算（執行額）の変遷 

年度 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 

予算額（百万円） 355 299 208 208 205 228 229 
(要求額)

５． 課題実施機関･体制 

大学、独立行政法人、公益社団・財団法人、民間企業等 

（※１）原子力安全研究協会 

（※２）令和２年度よりＰＤ・ＰＯ体制を導入 

ＰＤ：山本 章夫（名古屋大学大学院工学研究科総合エネルギー工学専攻教授） 

ＰＯ：黒崎 健（京都大学複合原子力科学研究所教授） 

＜令和２年度 課題実施機関･体制＞ 

＜平成２２年度～令和１年度 実施体制＞ 

文部科学省 受託者 

連携・協力機関 

連携・協力機関 

受託契約 

支援業務受託機関※１ 

文部科学省 

ＰＤ・ＰＯ※２ 
課題管理等 

受託者 

連携・協力機関 

連携・協力機関 

事務委託契約 

受託契約 
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６． その他 

採択課題一覧 （今回の中間評価の対象である平成 27 年度以降に実施していた課題） 

平成２５年度 

代表機関 課題名 

近畿大学 
実践的技術能力と国際的視野育成を目指す原子炉実習プログラムの開発（復興対策特別人材育成事

業） 

日本原子力発電株式会社 原子力発電現場体感教育（復興対策特別人材育成事業） 

東京大学 総合的な科学技術マネジメントのできる原子力人材育成プログラム（復興対策特別人材育成事業） 

東京工業大学 
国際原子力教育ネットワークによる戦略的原子力人材育成モデル事業（復興対策特別人材育成事

業） 

東北大学 
原子炉安全性向上に資する実践的教育システムの構築 ～シミュレーション技術を活用した横断型

新世代原子力人材の育成～（復興対策特別人材育成事業） 

東海大学 原子力国際基準等を基盤とした多層的な国際人材育成 

長岡技術科学大学 放射線利用施設を用いた実践的原子力技術者育成の高専・大学一貫教育 

日本原子力発電株式会社 原子力産業分野におけるロボット技術を担う人材育成 

九州大学 
総合的原子力人材育成カリキュラムの開発 ～計算機シミュレーションを活用した実践的原子力実

験・演習プログラムの整備～ 

三菱重工業株式会社 軽水炉プラント安全確保の体験的研修 

平成２６年度 

代表機関 課題名 

福井大学 原子力人材の総合的育成にむけた原子力発電所立地機関の連携教育体制構築 

北海道大学 オープン教材の作成・活用による実践的原子力バックエンド教育

日本原子力発電株式会社 理工系大学生のための原子力発電現場技術教育 

国立高等専門学校機構 国立高等専門学校における原子力基礎工学分野での教育システムの確立 

量子科学技術研究開発機構 機関連携による多面的放射線リスクマネジメント専門家育成 

平成２７年度 

代表機関 課題名 

東京学芸大学 教員養成系大学の特長を活かした高度原子力教育カリキュラムの開発 

東京大学 安全かつ合理的な原子力発電所廃止措置計画及び実施のための人材育成 

筑波大学 原子力災害による環境・生態系影響リスクマネージメント人材育成事業 

大阪府立大学 大規模放射線施設を利用した人材育成 

京都大学 京都大学原子炉実験所における原子炉実験教育の高度化のための基盤整備 

若狭湾エネルギー研究センター 福井の原子力資源を活用した廃炉本格化時代に向けた人材の育成 

福井工業大学 原子力に夢を持つ、廃炉を見据えた国際原子力技術者育成 

原子力安全技術センター 高いレベルの放射線管理技術者キャリアアップ研修 

東京都市大学 耐震原子力安全技術者育成のための実践的な教育体系の構築 

東芝エネルギーシステムズ株式会社 企業大型施設における軽水炉燃料および耐震の安全性に関する実習 

北海道大学 世界最高水準の安全性を実現するスーパーエンジニアの育成 

日本原子力学会 文部科学省放射線副読本の理解を促進する学習システムの検討・整備 

平成２８年度 

代表機関 課題名 

東京工業大学 グローバル原子力人材育成ネットワークによる戦略的原子力教育モデル事業 

日本アイソトープ協会 看護職の原子力・放射線教育のためのトレーナーズトレーニング 

近畿大学 日韓の教育用原子炉を有効活用した国際原子力実習の開催 

東北大学 放射性廃棄物処理・処分における分離・分析に関する教育 

三菱重工業株式会社 ＰＷＲ設計技術を基盤とした原子力人材の育成 

福島大学 廃止措置への取組を当該地域として継続的に支えていくための人材育成事業 
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平成２９年度 

代表機関 課題名 

国立高等専門学校機構 国立高専における原子力分野のキャリアパス拡大に向けた人材育成の高度化 

北海道大学 オープン教材の活用による原子力教育の受講機会拡大と質的向上

平成３０年度 

代表機関 課題名 

東芝エネルギーシステムズ株式会社 軽水炉プラント，炉心燃料および燃料サイクルの安全技術に関する実習 

東京大学 国際的視野を持つ廃止措置マネジメントエキスパート育成 

福井工業大学 世界に通用する原子力プロフェッション育成 

福島工業高等専門学校 グローバルな視点から原子力関連企業とバックエンド事業を理解する実践的人材育成 

福井大学 原子力立地環境を生かした原子力人材育成ネットワークの強化 

日立ＧＥニュークリア・エナジー株式会社 原子炉および燃料に関するリスクとその制御を体得する研修 

令和元年度 

代表機関 課題名 

若狭湾エネルギー研究センター 廃止措置最先端技術・知識の習得による原子力技術者の育成 

東京工業大学 国際原子力人材育成大学連合ネットワークによる原子力教育基盤整備モデル事業 

三菱重工業株式会社 軽水炉プラント及び燃料に関する安全設計技術の体験的研修 

筑波大学 原子力緊急時対応と放射性廃棄物処理・処分を支える高度人材育成事業 

近畿大学 教育訓練用原子炉を有効活用するための実習システムの充実化 

東北大学 大学の大型ホットラボを活用した放射性廃棄物分離分析・原子力材料に関する人材育成プログラム 

令和２年度 

代表機関 課題名 

東京工業大学 原子力エネルギー高度人材育成統合拠点 

東北大学 大型実験施設群を活用した実践的・持続的連携原子力教育カリキュラムの構築 

北海道大学 機関連携強化による未来社会に向けた新たな原子力教育拠点の構築 

福井大学 原子力技術の継承と継続的な人材育成を目指した福井県嶺南地域の国際原子力人材育成拠点形成 

近畿大学 大学研究炉を中心とした原子力教育拠点の形成 

国立高等専門学校機構 ネットワーク形成を通じた高専における原子力人材育成の高度化
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国内外組織との連携体制

ISCN内の設備

バーチャル・リアリティ(VR)システム 核物質防護実習フィールド

赤外線センサ

忍び返し付
ネットフェンス

マイクロ波センサ

核物質の不法取引等で警察当局に押収される核物質に関し、精密な測定に
より当該物質のウラン・プルトニウムの同位体組成、含まれる不純物の元素組
成、精製年代、粒子形状を明らかにし、その核物質の由来の特定を可能とす
る技術開発を行う。

核鑑識技術開発

【核鑑識技術例】

不純物の元素組成の測定結果

走査型電子顕微鏡による
ウラン粒子形状写真

外国産ウラン 日本産ウラン

監視カメラ

○ 2010年4月、ワシントンで行われた第1回核セキュリティ・サミットにおいて、日本原子力研究開発機構に核不拡散・核セキュリティ総合支援センター
（ISCN）を設置すること、より正確で厳格な核物質の検知・鑑識技術の確立・共有を表明。

○ 2011年度より、国際的な核不拡散・核セキュリティ強化の観点から、ISCNにおいて、以下の事業を実施。
人材育成

アジア初の人材育成拠点として、アジア諸国を中心に核物質防護トレーニングなどを行い、核不拡散・核セキュリティ分野の人材育成を支援。
技術開発

我が国の研究開発機能・能力を活用した高度な核物質の測定、検知及び核鑑識の技術開発等を実施。

事 業 概 要

核不拡散・核セキュリティ関連業務 令和２年度予算額：508百万円
（前年度予算額：513百万円）

放射線イメージング技術などを用いた核・放射性物質
の検知技術（イメージ図）

広域かつ迅速な核・放射性物質検知技術開発

大規模イベントや大型商業施設
等において、核物質や放射性物
質を使用したテロ行為を未然に
防ぐため、広範囲で迅速に核・
放射性物質を検知する技術開
発を行う。

ガンマ線カメラなどの導入

人 材 育 成 技 術 開 発

予算額等の変遷

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

予算額（人材育成） ２８８百万円 ２８８百万円 ２８８百万円 ２８８百万円 ２７３百万円

予算額（技術開発） ２３７百万円 ２３１百万円 ２１５百万円 ２３９百万円 ２４０百万円

研修実績数 ５３１名 ５２８名 ５２２名 ４１４名 ４１４名

技術開発数 ４課題 ４課題 ４課題 ４課題 ４課題
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